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○今回の決算の概要について、ご説明いたします。

○2014年度の決算は、連結・個別ともに４年連続の赤字決算となりました。

○売上高につきましては、電気事業において、販売電力量は減少したもの
の、燃料費調整単価の増加などにより電灯電力料収入が増加したことに
加え、グループ事業においても、情報通信分野の外販売上高が増加した
ことなどから、前年度に比べて785億円増加の3兆4,060億円となりました。

○一方、経常費用につきましては、経営効率化により徹底した諸経費の節
減に努めましたが、電気事業において、原子力プラントが稼動しなかった
ことにより、火力燃料費が増加したことなどから、前年度に比べて増加しま
した。

○この結果、連結経常損失は1,130億円となり、前年度に比べて損失が17

億円増加しました。

○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて815億円減少し
4兆3,152億円、自己資本比率は1.9%減少し13.4%となりました。
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○個別決算における主なデータについて、ご説明いたします。

○販売電力量につきましては、節電・省エネルギーへのご協力をいただい
たことや、夏場の低気温により冷房需要が減少したことなどから、前年度
に比べて59億kWh減少し、1,345億ｋＷｈとなりました。

○原子力利用率につきましては、原子力プラントが稼動しなかったことにより、
0％となりました。

○出水率につきましては、前年度に比べて4.1％高い104.2％となりました。

○全日本通関原油ＣＩＦ価格につきましては、前年度に比べて1バレル当た
り19.6ドル低下し、90.4ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年度に比べて10円円安の1ドル110円となり
ました。

○金利につきましては、前年度に比べて0.09％低下し1.15％となりました。
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○販売電力量の状況について、ご説明いたします。

○2014年度の販売電力量につきましては、節電・省エネルギーへのご協力
をいただいたことや、夏場の低気温により冷房需要が減少したことなどか
ら、総販売電力量は、1,345億kWhと、前年度に比べて4.2%減少しました。

○2015年度の販売電力量につきましては、節電のお願いによる下期の販売
電力量の見通しへの影響の見極めが困難であり、年間の見通しが立たな
いため、未定としております。



5

○個別決算における経常収益・費用の増減について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、販売電力量は減少したものの、燃料費調整単

価の増加などにより電灯電力料収入が増加したことなどから、前年度に比

べて666億円の増収となりました。

○経常費用につきましては、原子力プラントが稼動しなかったことにより、火

力燃料費が増加したことなどから、前年度に比べて1,033億円の増加とな

りました。

○以上により、経常損失は1,596億円となり、前年度に比べて損失が367億
円増加しました。
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○個別決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産につきましては、設備投資による増加はあったものの、減価償却の
進行や、現金・預金の減少などにより、前年度末に比べて1,472億円減少
し6兆7,689億円となりました。

○負債につきましては、未払金・未払費用等の増加などにより、前年度末
に比べて205億円増加し6兆1,300億円となりました。

○純資産につきましては、当期純損失を1,767億円計上したことなどにより、
前年度末に比べて1,678億円減少し6,388億円となりました。
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○連結決算における経常収益･費用および貸借対照表の増減について、ご
説明いたします。

経常収益･費用の増減につきましては、

○経常収益は、電気事業営業収益が増加したことに加え、有価証券売却益
が増加したことなどにより、前年度に比べて944億円増加し3兆4,538億円
となりました。

○経常費用は、電気事業において、燃料費や他社からの購入電力料が増
加したことなどから、前年度に比べて961億円増加し3兆5,669億円となりま
した。

○以上の結果、連結経常損失は1,130億円となり、前年度に比べて損失が
17億円増加しました。

貸借対照表につきましては、

○資産は、設備投資による増加はあったものの、減価償却の進行や現金・
預金の減少などにより、前年度末に比べて341億円減少し7兆7,433億円と
なりました。

○負債は、支払手形及び買掛金等が増加したことなどにより、前年度末に
比べて1,187億円増加し6兆6,831億円となりました。

○純資産は、当期純損失を1,483億円計上したことなどにより、前年度末に
比べて1,529億円減少し1兆602億円となりました。
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○連結決算におけるキャッシュ・フローの増減について、ご説明いたします。

○営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、火力燃料代の支出が
増加したものの、電灯電力料収入の増加や法人税等の支出が減少したこ
となどにより、前年度に比べて998億円増加の4,476億円となりました。

○投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、固定資産の取得による
支出が増加したことなどにより、前年度に比べて376億円減少の△3,886

億円となりました。

○以上の結果、フリー・キャッシュ・フローは590億円となりました。

○財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有利子負債増加額の
減少などにより、前年度に比べて2,660億円減少の△866億円となりました。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○電気事業につきましては、燃料費調整単価の増加などにより電灯電力料
収入は増加したものの、原子力プラントが稼動しなかったことにより、火力
燃料費が増加したことなどから、営業損失は1,339億円となり、前年度に比
べて損失が160億円増加しました。

○情報通信事業につきましては、ＦＴＴＨサービスの加入者の増加などによ
り外販売上高は増加しましたが、MVNOサービス「mineo」などの新サービ
スの投入や信頼度向上対策に伴う費用の増加などの影響から、営業利益
は184億円となり、前年度に比べて12億円減少しました。

○その他につきましては、生活アメニティ分野における住宅分譲戸数の減
少などにより、外販売上高は減少しましたが、総合エネルギー分野におい
てガス販売単価が増加したことや、その他分野におけるＬＮＧプロジェクト
参画会社の売上が増加したことなどから、営業利益は362億円となり、前
年度に比べて110億円増加しました。
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○2015年度の業績予想について、ご説明いたします。

○2015年度の通期および第２四半期累計期間の業績予想につきましては、
昨年１２月に申請した電気料金の値上げの審査が現在も継続しているこ
とや、供給力の見通しが不透明であることなどから、現時点では一定の前
提を置いて業績を想定することができないため、売上高、利益ともに未定
としております。

○また、2015年度の配当予想につきましては、不透明な経営環境を踏まえ、
未定としております。
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○利益準備金の額の減少について、ご説明いたします。

○当年度収支について、原子力プラントが稼動せず、火力燃料費の増加な
どにより当期純損失となったことから、欠損を填補し今後の資本政策に備
えるため、利益準備金の額を891億円減少し、繰越利益剰余金に振り替
えることとし、 2015 年6月25日開催予定の第91回定時株主総会に付議し
ます。
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○グループ事業の決算概要について、ご説明いたします。

○グループ事業全体の2014年度決算は、前年度に比べて減収増益となり
ました。

○外販売上高につきましては、

・情報通信分野においてＦＴＴＨ顧客の増加や、ＭＶＮＯサービス「mineo」
の開始、

・その他分野においてＬＮＧプロジェクト参画会社の売上増加などにより増
収となったものの、

・総合エネルギー分野においてガス販売数量が減少したこと、

・生活アメニティ分野において、住宅分譲戸数が減少したことなどにより、
前年度から6億円減収の4,635億円となりました。

○経常利益につきましては、情報通信分野で、新サービス投入や信頼度向
上対策に伴う費用が増加したこと、

・生活アメニティ分野において、住宅分譲戸数が減少したことなどにより減
益となったものの、

・総合エネルギー分野におけるガス販売単価が増加したこと、

・その他分野においてＬＮＧプロジェクト参画会社の売上が増加したことな
どにより、前年度から135億円増益の627億円となりました。
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○グループ事業の2015年度通期収支見通しについて、ご説明いたします。

○2015年度の収支見通しにつきましては、電気事業をサポートするその他
分野の各社において、当社の原子力プラントの再稼動時期をはじめとした
今後の見通しが不透明であり、一定の前提を置いた想定ができないため、
その他分野およびグループ事業全体の見通しを未定としております。

○総合エネルギー分野については、ガス販売単価の減少により、減収を見
込むものの、ガス原料費の減少により増益となる見通しです。

○情報通信分野については、ＦＴＴＨ顧客の増加などにより外販売上高は増
収を見込むものの、信頼度向上対策やＭＶＮＯサービスの費用増加など
により減益となる見通しです。

○生活アメニティ分野については、住宅分譲戸数の減少やビル事業の新規
開業に伴う費用の増加により、減収減益の見通しです。
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